
 

 

 

飯塚市の現状（調査結果）について 
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経済建設・総務委員会資料 

平成 27 年 12 月 14 日、15日提出 

 ＜基礎調査について＞ 

・本市の現状を把握するため、人口の推移や交通網の現状、都市機能の立地状況等を整理します。 

・概ね 20 年後の本市の姿を展望するため平成 47 年を基準年として、人口の将来見通しを推計し、

その影響を考察します。 

・人口や都市機能等の現状及び将来見通しから人口減少下での本市の課題を抽出します。 

・これらの調査結果を基礎資料として、目指す都市像やその実現のための施策等の検討を進めます。 

（平成 27年 12 月作成） 
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１．人口の現状と将来見通し 

（１）総人口・年齢階層別人口の推移 
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※年齢不詳を含まない

135,794 138,825 139,425 140,232 136,662 133,307
131,379

○国勢調査に基づく昭和 55 年以降の本市の総人口は、平成 7 年の 140,463 人をピークに減少局面に入

っている。（本市の総人口のピークは昭和 35 年の 186,760 人） 

○年少人口（0～14 歳人口）は、昭和 60 年の 29,340 人をピークに減少傾向にあり、生産年齢人口（15

～64 歳人口）も平成 7 年の 93,118 人をピークに減少が続いている。 

○老年人口（65 歳以上人口）は、平成 7 年に年少人口を上回り、現在まで増加傾向が続いており、高齢

化率は平成 22 年時点で 24.9％となっている。（H22 国勢調査時点の全国の老年人口割合：23.0％） 
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資料：国勢調査 

▼町丁字別人口密度（H22） 

■1ha の規模 

←1ha（ヘクタール）は 100ｍ四方の規模。

左図では、市役所の本庁舎、道路、駐車場の

一部の範囲（ピンク色部分）。 

資料：国勢調査をもとに加工 
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（２）将来人口の推計（将来推計人口） 
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○将来推計人口は、平成 47 年において 110,439 人。平成 22 年人口と比較して 25 年間で▲21,053 人、

約 16％の減少が見込まれる。 

○平成 47 年の高齢化率（老年人口割合）は、33.1％。平成 22 年と比較して 8.2 ポイント上昇する一方、生

産年齢人口は▲6.3 ポイントの減少が見込まれる。 

○地区別将来推計人口をみると、総人口の減少率には地域差があるものの年少人口の割合は、全ての地区で平

成 22 年の割合（総人口の 12.8％）を下回っている。 

▼地区別将来推計人口（H22-H47） 

 
H22 年 

（2010 年） 

H47 年 

（2035 年） 

H22 年―

H47 年比 

鯰田地区 6,614 5,387 △18.6％ 

 年少人口割合 12.3% 10.7% ― 

 生産年齢人口割合 62.0% 53.1% ― 

老年人口割合 25.7% 36.2% ― 

立岩地区 11,675 10,827 △7.3％ 

 年少人口割合 14.1% 11.9% ― 

 生産年齢人口割合 67.0% 59.4% ― 

 老年人口割合 18.9% 28.7% ― 

飯塚東地区 7,221 5,613 △22.3％ 

 年少人口割合 11.6% 9.8% ― 

 生産年齢人口割合 60.2% 53.1% ― 

 老年人口割合 28.2% 37.1% ― 

菰田地区 4,097 2,952 △27.9％ 

 年少人口割合 9.1% 7.6% ― 

 生産年齢人口割合 60.5% 50.1% ― 

 老年人口割合 30.3% 42.2% ― 

鎮西地区 12,268 11,395 △7.1％ 

 年少人口割合 15.7% 12.4% ― 

 生産年齢人口割合 64.3% 57.6% ― 

 老年人口割合 20.0% 30.1% ― 

飯塚片島地区 6,722 5,356 △20.3％ 

 年少人口割合 12.2% 9.4% ― 

 生産年齢人口割合 60.5% 53.1% ― 

 老年人口割合 27.2% 37.6% ― 

二瀬地区 20,249 17,734 △12.4％ 

 年少人口割合 12.9% 11.8% ― 

 生産年齢人口割合 64.5% 59.1% ― 

 老年人口割合 22.6% 29.1% ― 

幸袋地区 10,517 8,669 △17.6％ 

 年少人口割合 12.1% 10.4% ― 

 生産年齢人口割合 62.7% 56.8% ― 

 老年人口割合 25.2% 32.8% ― 

穂波地区 25,099 21,202 △15.5％ 

 年少人口割合 13.5% 11.8% ― 

 生産年齢人口割合 60.3% 54.9% ― 

 老年人口割合 26.2% 33.3% ― 

庄内地区 10,513 8,627 △17.9％ 

 年少人口割合 12.1% 10.7% ― 

 生産年齢人口割合 62.4% 55.9% ― 

 老年人口割合 25.5% 33.4% ― 

筑穂地区 10,294 8,021 △22.1％ 

 年少人口割合 11.5% 10.0% ― 

 生産年齢人口割合 60.4% 52.5% ― 

 老年人口割合 28.0% 37.5% ― 

頴田地区 6,186 4,678 △24.4％ 

 年少人口割合 11.5% 10.0% ― 

 生産年齢人口割合 57.4% 52.5% ― 

 老年人口割合 31.2% 37.5% ― 

全体 131,492  110,439  △16.0％ 

 年少人口割合 12.8% 11.1% ― 

 生産年齢人口割合 62.2% 55.9% ― 

 老年人口割合 24.9% 33.1% ― 

 

■将来人口の推計方法 

国立社会保障・人口問題研究所（社人研）による将

来人口の推計（平成 24 年 1 月推計）に準拠 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①子ども女性比 

地区別の実績に基づく子ども女性比の仮定値 

（「飯塚市人口ビジョン」において算出）。 

②0～4 歳性比 

社人研による飯塚市の仮定値 

③生残率 

社人研による飯塚市の仮定値 

④準移動率 

社人研による飯塚市の仮定値 

 

※コーホートとは、一定期間内（同期間）に出生した

人口の集団のこと。コーホート要因法とは、出生、死

亡、移動等の人口の変動要因に基づいてコーホート毎

に将来人口を推計する方法（社人研資料引用） 

 

資料：国立社会保障人口問題研究所 

資料：国立社会保障人口問題研究所 

平成 22 年国勢調査人口：基準人口（町丁字別） 

①子ども女性比 

（15-49 歳女性人口に対する 0-4 歳人口） 

②0～4歳性比（0-4 歳男女比率） 

③生残率（一定期間の生き残り割合） 

④準移動率 

（転入転出の差が人口に占める割合） 

仮定値 

将来推計人口 
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▼地区別将来推計人口（詳細） 
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▼町丁字別年平均変動人口（H12－H22） ▼町丁字別年平均変動人口（H22－H47） 

○年平均変動人口（年間の人口の増減数）は、平成 12 年から平成 22 年の 10 年間では立岩地区や鎮西地区、二瀬地区、穂波地区を中心に 10 人／年以上増加している地区が多数見られるが、平成 47 年までの 20 年間では、

一部の地域を除き、ほぼ全域で人口の減少が見込まれる。 

資料：国勢調査をもとに加工 資料：国勢調査をもとに推計・加工 
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▼５００ｍメッシュ別年平均変動人口（H12－H22） ▼５００ｍメッシュ別年平均変動人口（H22－H47） 

資料：国勢調査をもとに加工 資料：国勢調査をもとに推計・加工 
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▼町丁字別高齢化率（H22） ▼町丁字別高齢化率（H47） 

○高齢化率は、平成 22 年時点で 35％を超える地域が見られるが、25％未満の地域も多数存在する。 

○平成 47 年時点では、全ての地区で高齢化が進行し、多数の地区で 30％以上となることが見込まれる。 

資料：国勢調査をもとに推計・加工 資料：国勢調査をもとに加工 



 8 

 

▼５００ｍメッシュ別高齢化率（H22） ▼５００ｍメッシュ別高齢化率（H47） 

資料：国勢調査をもとに推計・加工 資料：国勢調査をもとに加工 
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▼町丁字別人口密度（H22） ▼町丁字別人口密度（H47） 

資料：国勢調査をもとに推計・加工 資料：国勢調査をもとに加工 

○人口密度は、平成 22 年、平成 47 年ともに 1ｈａ（ヘクタール）40 人以上の比較的高密度な地域が一部存在するものの多くの地区で低密度化が進むことが見込まれる。 
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▼５００ｍメッシュ別人口密度（H22） ▼５００ｍメッシュ別人口密度（H47） 

資料：国勢調査をもとに推計・加工 資料：国勢調査をもとに加工 
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（３）ＤＩＤ人口集中地区の推移 

 

 

 

S35 

H22 

昭和 35 年 ⇒ 平成 22 年 

▼ＤＩＤ位置図（拡大）（S35⇒H22） 

▼ＤＩＤ位置図（S35⇒H22） 

資料：国土数値情報 

H22 

S35 

DID の要件を満たさなく 

なった地域 

○ＤＩＤ地区は、鯰田地区、立岩地区、飯塚東地区、菰田地区、飯塚片島地区、二瀬地区、穂波地区のそれぞれ

一部で構成されている。 

○ＤＩＤ面積は昭和 35 年時点で 570ｈａ（市域の約 2.7％）、平成 22 年時点で 2.3 倍の 1,312ｈａ。面積が

拡大する中、人口集中地区内で低密度化が進行し、昭和 35 年の人口集中地区から外れた区域が発生している。 

※人口集中地区（ＤＩＤ）：人口密度が 4,000 人/㎞
2
 （40 人/ha）以上の基本単位区が市区町村の境域内で互いに隣接して、 

それらの隣接した地域の人口が国勢調査時に 5,000 人以上を有する地域。 
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○ＤＩＤ人口は、炭鉱閉山に伴い市全体の人口が激減する昭和 45 年までは減少するが、その後、平成 7 年までは増加に転じ、平成 7 年以降の人口減少局面の中、減少に

転じている。 

○ＤＩＤ面積は、平成７年をピークに減少しているものの人口ピーク時の昭和 35 年と比較し、2.3 倍に拡大している。最もＤＩＤ面積の大きい平成 7 年時点では、主に飯

塚東地区、二瀬地区、穂波地区でＤＩＤ区域が拡大している。 

○ＤＩＤ人口密度は、昭和 35 年の 100.8 人／ｈａから減少が続き、平成 22 年はピーク時の約 4 割、40.9 人／ｈａに激減。市街地の低密度化が進行している。 

S35 S55 H22 H7 

▼ＤＩＤの変遷（S35⇒H22） 

資料：国土数値情報 
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DID面積 DID人口密度 資料：国土数値情報 
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資料：国土数値情報 

▼市全体に対するＤＩＤ地区の割合 

H22 DID 地区 市全体 割合 

人口（人） 53,622 131,492 40.8% 

面積（ha） 1,312 21,413 6.1％ 

資料：国勢調査、統計いいづか 
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２．土地利用の動向 

（１）土地利用の推移 
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○平成 26 年時点における本市の地目別面積は、総面積 21,413ha（214.13ｋ㎡）、このうち宅地の割合は

12.7%、田・畑は 14.4％となっている。 

○土地利用状況の推移を見ると、田畑やその他の用地（炭鉱跡地などの空き地）が減少した一方で建物用地は

大幅に拡大。（昭和 50 年と比較すると平成 22 年の耕地面積は 3 割以上の減少、農業就業人口は 3 割まで

減少） 

資料：農業センサス都道府県別統計書 

資料：国土数値情報 資料：国土数値情報 

▼土地利用状況図（S51） ▼土地利用状況図（H21） 

※その他の用地（H21）：運動競技場、野球場・人工造成地の空地等とする。 ※その他の用地（S51）：空地：家屋の周辺の樹林。その他の植物などの存しない土地をいい、学校や工場の敷地、 

人口造成地などの空地を含む。 

※その他：墓地、境内地、水道用地、用水路、ため池、提、 

井溝、保安林、公衆用道路、公園、湖沼を指す。 

資料：統計いいづか 

計 21,413ha 
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（２）開発許可の動向 
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開発許可面積の推移（累計）

用途地域内（累計） 用途地域外（累計）

▼地区別開発許可の状況（H18－H26） 

地区名 
住居系 商業系 その他 計 

開発箇所数 開発面積 開発箇所数 開発面積 開発箇所数 開発面積 開発箇所数 開発面積 

鯰田地区 7 4.4 2 0.4 2 36.7 11  41.6 

立岩地区 10 2.4 3 1.6 0 0 13  4.0 

飯塚東地区 3 4.9 3 11.1 2 1.2 8  17.2 

菰田地区 7 2.0 1 0.2 1 8.3 9  10.5 

鎮西地区 21 5.5 4 1.8 4 4.8 29  12.2 

飯塚片島地区 0 0 0 0 0 0 0  0.0 

二瀬地区 35 10.5 1 0.3 2 0.8 38  11.5 

幸袋地区 8 3.0 0 0 5 2.5 13  5.5 

穂波地区 48 10.6 31 16.7 9 5.9 88  33.2 

庄内地区 12 7.4 4 0.9 4 2.3 20  10.6 

筑穂地区 12 2.7 0 0 2 2.0 14  4.7 

頴田地区 3 2.7 4 1.4 4 1.9 11  5.9 

計 166 56.2 53 34.4 35 66.3 254  156.9 

 

○平成 18 年以降の開発許可面積の累計は 156.9ha、中心市街地区域（新飯塚・飯塚地区）の面積 99.6ha

の 1.5 倍強の規模となっている。 

○過去 10 年間の住居系開発面積は穂波地区、二瀬地区、庄内地区の順に大きくなっており、商業系開発面積

は穂波地区が突出し、開発箇所は国道沿いに集中している。 

※開発許可：都市計画法における開発行為に対する許可制度のこと。都市計画区域内又は準都市計画区域内において、開発行為

（本市では 1,000 ㎡以上）をしようとするものは、あらかじめ許可を受けなければならない。 

※用途地域：都市計画法の地域地区のひとつで、住環境の保護と機能的な都市活動を確保するため、都市全体の土地利用の枠組

みを定めるもの。住居、商業、工業などそれぞれの目的に応じて 12 種類ある。 

資料：都市計画課提供資料 

資料：都市計画課提供資料 

▼開発状況図（H18－H26） 

※平成 20 年は、鯰田工業団地造成工事により、用途地域内開発許可面積が急増している 資料：都市計画課提供資料 

※飯塚東地区の商業系等開発に至っていない件数、面積を含む。 

※その他（の開発）：公共施設、医療施設、福祉施設、倉庫・資材置き場、工場等 
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▼５００ｍメッシュ別空家数（H27） 

（３）住宅及び空家の動向 

 

 

 

 

 

 

 

  

▼５００ｍメッシュ別空家数（H27） 

○平成 27 年時点における住宅の平均築後年数について、30 年以上の地区が多数を占めており、建物寿命（全国平

均で 27 年）を超えた住宅が多く立地している。 

○平成 25 年時点における空家数は 11,950 戸、住宅総数に占める割合（空家率）は 18.0％で全国平均 13.5％を

大きく上回っている。 

○新築家屋棟数と空家数について、平成 21 年から平成 25 年の期間でみると、2,346 棟の家屋が新築され、1,410

戸の空家が新たに発生している。 
 

※滅失住宅の平均築後年数（一定の区域における築後経過年数の平均値）：約 27 年（住生活基本計画（全国計画）：国土交通省） 

 注）平成 10 年・15 年は旧飯塚市・旧穂波町のみの集計値 

▼５００ｍメッシュ別平均築後年数（H27） 

資料：地域連携都市政策室作成 
資料：地域連携都市政策室作成 

■空き家（空家）の定義 ●二次的住宅 別 荘･････避暑・避寒・保養などの目的で使用される住宅でふだんは人が住んでいない住宅 
その他･････ふだん住んでいる住宅とは別に，たまに寝泊まりしている人がいる住宅 

●賃貸用の住宅：新築・中古を問わず，賃貸のために空き家 になっている住宅  
●売却用の住宅：新築・中古を問わず，売却のために空き家 になっている住宅  
●その他の住宅：上記以外の人が住んでいない住宅（区分の判断が困難な住宅を含む。） 

535
518 530 526

417

484
446

473 468
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H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

棟

年

新築家屋棟数の推移

新築家屋棟数

年平均：491 棟 

資料：統計いいづか 

H21-H25 の延べ
棟数：2,346 棟 

 

資料：住宅・土地統計調査 

H20-H25 の空家 
増加数：1,410 戸 
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 （参考）地価の動向

資料：国土交通省地価公示・都道府県地価調査 

○福岡県全体において、地価は下落（基準地価では

平成 5 年以降、23 年連続下落）しているが、下

落幅は縮小し、緩和傾向にある。 

○本市の地価は、長期的な下落傾向にあり、下落率

も大きい。このため調査地点によっては 5 年前と

比べ▲29.9％と大きく下落している。 

▼公示地価・基準地価（H27） 

119,000 

57,500 

93,000 

60,000 

90,500 

47,300 

122,000 

58,900 66,000 

46,200 40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

110,000

120,000

130,000

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

円／㎡

年

公示地価・基準地価の推移（市内上位5地点）

県5-1(新飯塚） 公5-1（本町） 公5-3（柏の森） 公5-4（新立岩） 公5-5（枝国）
資料：国土交通省地価公示・都道府県地価調査 

下落率(１－H27/H22) 

新立岩   ▲29.9％ 

枝国    ▲15.5％ 

参考）住宅地 

片島    ▲18.9％ 

菰田東   ▲11.5％ 

▼（参考）地価下落の影響 

 個人 企業 

マイナス 

の影響 

・保有資産の目減りと、それによる消費の抑制 

・バブル期に住宅を取得した者の買換えの困難 

・含み損の拡大 

・土地の担保価値の下落による資金調達の困難化 

プラスの 

影響 

・住宅取得の容易化 

・より利便性の高い地域での生活が可能となるなど、

生活コストの削減 

・事業コストの削減による経済活動の活発化 

・保有不動産の売却による利用の促進や不動産証券化

市場の形成 

資料：平成 15 年度土地の動向に関する年次報告抜粋,国土交通省 

▼平成 27年度基準地価の状況 

＜用途別対前年変動率及び平成 27年平均価格＞            （変動率：％／価格：円／㎡） 

 住宅地 商業地 

H26 H27 平均価格 H26 H27 平均価格 

福岡県 ▲0.8 ▲0.5 44,600 ▲1.0 ▲0.2 202,600 

福岡市 ＋1.8 ＋2.1 109,600 ＋3.4 ＋4.8 626,800 

北九州市 ▲1.2 ▲0.8 54,200 ▲1.8 ▲1.2 131,900 

Ｊ
Ｒ 

沿
線 

粕屋町 ＋0.9 ＋0.8 50,300 ＋2.8 ＋2.0 75,000 

篠栗町 ▲1.5 ▲1.0 43,000 ▲1.3 ▲0.8 64,700 

桂川町 ▲1.5 ▲1.6 16,600 ▲3.2 ▲3.0 26,300 

飯塚市 ▲2.5 ▲2.3 20,100 ▲5.1 ▲3.8 35,400 

※数字は市（町）域の基準値の集計結果。（飯塚市は基準地 22 地点、福岡市は 54 地点、北九州市は 56 地点） 

 

▼地価指標の整理 

区分 名称 内容 

取
引
の
指
標 

公示価格 

（地価公示） 

公示地価 

基準日     1 月 1 日（毎年） 

実施主体    国土交通省（土地鑑定委員会） 

調査地点の名称 標準地 

標準価格 

（地価調査） 

基準地価 

基準日     7 月 1 日（毎年） 

実施主体    都道府県 

調査地点の名称 基準地 

課
税
の
指
標 

相続税 

路線価 

基準日     1 月 1 日（毎年） 

実施主体    国税庁 

備考      公示価格の 8 割程度 

固定資産税 

路線価 

基準日     1 月 1 日（3 年ごと見直し） 

実施主体    市町村 

備考      公示価格の 7 割を目途 

資料：地価公示法、国土利用計画法、土地基本法等をもとに飯塚市作成 

 


